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要旨　2009 年衆議院総選挙では「脱官僚・政治主導」の旗印の下、歴史的政権交代が行
われた。これまでわが国においては、官僚機構が最大のシンクタンク機構として時の政権
の政治行政における知恵袋として機能してきた。しかし近年新たな民間非営利のシンクタ
ンク、また政党シンクタンクの創設など日本のシンクタンク文化が大きく変化しつつある。
シンクタンクの定義は各国の事情に即したものであり一概に確定しきれないが、本稿では
その歴史と動向を紹介し、萌芽期にある日本のシンクタンクの現状と今後の可能性を公共
哲学の理念からシンクタンク論へと結びつけ、これまで調査委託研究が主であった調査型
から提案型・提言型による「新しい日本型シンクタンク」の導入可能性について言及する。
その実現への大きな三段階の柱を〈公共〉〈政策理念〉〈実践〉として、日本型シンクタン
クの独自性を明らかにしたい。
はじめに
　昨年 2009 年８月 30 日に行われた第 45 回衆議院総選挙において、わが国において初め
て野党第一党中心による政権交代がなされた。自民党長期政権との差異として与党民主党
が大きく掲げたのは、「脱官僚・政治主導」といったマニフェストに象徴されるような、
これまで自民党政権が知恵の府としてきた官僚機構から脱却し、政策主導権を政治家が握
るという点にあった。中でも無駄削減を徹底し、これまでの予算制度を組替え必要な政策
分野に重点投資し、議員定数、官僚機構改革に取組む上で大枠の政治主導方針を決定し政
治任用を可能とする「国家戦略局（現行は国家戦略室）」設置、また国の制度、予算、行
政全般のあり方を議論する「行政刷新会議」が設けられ、この指示下で行われる公開の行
政施策評価である「事業仕分け」は民主党政権下の目玉方針となっている。前者は、かつ
て自民党政権で設置された税財財政運営の司令塔、予算の概略の決定、骨太の方針に代表
されるような長中期の経済政策方針の運営に機能してきた「経済財政諮問会議」を廃止・
発展的解消し、さらに政策領域を拡大した「国家戦略室」1)という形で現在設置されている。
また後者は政治家、大学教授・学識経験者始めとする民間人各５名で構成される内閣府設
置の首相直属機関となっており、両者両輪で民主党政権の政治主導の司令塔となることが
期待され導入へと至った。こと事業仕分けの概念は民間非営利シンクタンクの代表的存在
である「構想日本」が打ち出したものでもあり、それに伴って代表の加藤秀樹氏は行政刷
新会議の議員として加わっている。首相直属の会議の委員にシンクタンク研究者が加わる
ケースは、内閣府特別研究員、審議会や聴講会を除き極めて稀なケースといえるだろう。
このようなシンクタンク研究員の登用は、国民の政治的関心を呼び込むとともに、これま
で政官が内向きで行われていた公的な議会運営、行政過程を公開していく大きな利点があ
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る。多くの審議会は学者、研究者の政策追認機関と化していることが指摘される中で、そ
の提案内容の是非はともかく、議論が提起されることは民主主義前進にも大きく繋がって
いく。一方、こうした公開性と現実社会への学問の実践と活用を唱え、とりわけ非営利の
中間団体、ボランタリーな公共活動を重視する「公共哲学」の学問運動はこうした新しい
枠組みにおいて、新しい民主主義社会におけるシンクタンク像への基礎付けを与える可能
性を持っている。公共哲学の学問的勃興から 10 年以上が経過をし、今後その実像・具体
像が問われてくる中で本稿では公共哲学が述べる理念概念を、こうした政治の潮流ととも
に、シンクタンクが一権力機構として認知されている各国の歴史と動向を概観し、わが国
におけるシンクタンク論の実態を明らかにし、萌芽期にある日本のシンクタンクの学術的
意義、公共哲学が影響を与え得る根拠、またとりわけ公でなく私でもない、非営利の新し
い日本型シンクタンクの可能性について論じていく。
１．シンクタンク論―伝統と現在
　シンクタンクは発祥国アメリカにおいては、「第五の権力」2)と言われるほどにその存在
を見出され、認知され得るまでになっている。言葉から素直に連想すれば、「知識の貯蔵庫」
とでも訳せようが、シンクタンク＝政策研究機関の明確な定義は難しく、日本のように、
実質的に高度経済成長期を支えた原動力である官僚制度そのものを指すほか、不確実性が
高い問題領域において共同体により提供される一致した知識が政策決定者によって取り入
れられ、レジーム形成に影響を与えるような「知識共同体」3)をプールするネットワーク
型の機構、またシンクタンク先進国アメリカにおいては、政権与党における政策実現への
「知恵の府」の役割、他方野党にとっては次期政権奪取を目標とする「政策醸成機関」「政
策チェック機関」といった政治決定に及ぶ役割を担い、総じて事業評価や行政評価の分野
で良く引用される「PDCA （plan-check-do-see）サイクル過程」が表裏一体となっている
もの、その他コンサルタントとリサーチを軸に活動する営利目的機関といったように正に
多種多様である。アメリカシンクタンク論の牽引者であるジェームズ ･A･ スミスは著書
の中で、そもそもシンクタンクという言葉の起源は、「第２次対戦期に用いられたミリタ
リー･ ジャーゴン（軍事用語）で、計画や戦略が練られた機密保持室の意味」であったと
している4)。20 世紀初頭の黎明期においてシンクタンクはスミスの指摘のように、軍事戦
略機関として端を発していた。現在ではシンクタンク調査員の一般像は、経済観測などを
行うリサーチャー、あるいは政治行政の下請け的コンサルタントとして、学術知識を踏ま
えた調査員として捉えられることが多い。しかしこの時期のアメリカでは、経済アナリス
トなどを除く純粋な公共政策研究者は少なく、軍事戦略と社会科学者は明確に区分されて
おり、行動論社会科学の隆盛も相まって社会科学者は社会を傍観する時期でもあった。例
として大学の学者数は 1870 年において約 5,500 人、うち博士号取得者１人という状況か
ら、1900 年では教員数 24,000 人、内博士号取得者 400 名近くに上る数を有しており、研
究者層は厚く人材は豊富であったがアメリカ連邦政府内における需要はほとんどなく、社
会科学者の研究対象ともなるワシントン、政府での研究機会に触れる機会こそ多かったも
のの、当時ホワイトハウスへの出向機会や政府研究員職がそれほど魅力的なポストになり
えていなかったことが伺える5)。
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　現在のシンクタンク像、俗にいう政治―行政―学会を行き来する「リボルビングドア：
回転ドア」としてのハードとしてのシンクタンクの成立史を紐解くとそれは 1916 年設立
アメリカにおける「ブルッキングス研究所」に端を発することが知られている。ブルッキ
ングス研究所は２大政党制度が確立され、保守派の共和党・リベラルな民主党という色分
けが明確であるアメリカにおいて、どちらかというと保守派である「ヘリテージ財団」「エ
ンタープライズ公共政策研究所」、リベラルな政策を構想する「アーバン研究所」とは対
極を置いており、ややリベラルでありながらも「中道」を貫いている。シンクタンクが政
財界と隣接しがちな傾向を持ちうる中で、どちらかといえば政策実現の為のアカデミック
な側面「中立性」を重視するという所に特徴がある。その例としてベストセラーとなり日
本においても翻訳され出版された『平等と効率』は福祉分野の政策提言書として人気を博
し、政策研究書としても高く評価され市民的知識の涵養に資している。それゆえシンクタ
ンクに対する認知度とも言える信用性に対する評価においても全米で第一位を確保するに
至っている6)。
　このようなシンクタンクの隆盛と分類について日本で実際に「Policy Firm PACIF-
IC21」の非営利シンクタンクを立ち上げている横江公美は、アメリカシンクタンク史を
次の五段階で区分する。
　第一期：特　　徴―非政治性・非党派性。
　　　　　政治情勢― 20 世紀初頭。第一次世界大戦後の分析期。ルーズベルト、ウィル
ソン大統領の下、専門家が政治へ参入する「ブレーン政治」の源流
を作る。
　　　　　設 立 例― ブルッキングス研究所（1916 年）、フーバー研究所（1919 年）、外
交問題評議会（1921 年）。
　第二期：特　　徴―政権の知恵の府。政府委託式研究。
　　　　　政治情勢―第２次世界大戦後。冷戦開始の対ソ連戦略実行期。
　　　　　設 立 例― エンタープライズ公共政策研究所（1943 年）ランド研究所7)（1946
年）、ハドソン研究所（1961 年）。
　第三期：特　　徴―政治色（政策理念）のある研究所設立。政府委託式研究。
　　　　　政治情勢― 1960 年代。ベトナム反戦運動。J･F･ ケネディ大統領「ニュー・フ
ロンティア」、ジョンソン大統領「グレートソサエティ」プログラム。
　　　　　設 立 例―アーバン研究所（1968 年）。
　第四期：特　　徴―シンクタンク隆盛期。（70 年代総数は百を超えたとされる）
　　　　　政治情勢―1970 年代。60 年代の反動期。
　　　　　設 立 例―ヘリテージ財団（1973 年）。ケイトー研究所（1977 年）。
　第五期：特　　徴―シンクタンク安定期。
　　　　　政治情勢― 1980 年代以降。シンクタンクが政治と結びついた一例は、ヘリテー
ジ財団による提言書「リーダーへの指南書」とされる。〝回転ド
ア〞 と称される官僚機構中枢への研究員登用。
　　　　　設 立 例― 安全保障政策センター（1988 年）、CSPC（1988 年）など少数少資
金のベンチャー的独立シンクタンクの出現。
 【横江公美『第五の権力　アメリカのシンクタンク』、p38‒43 参照】
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　以上の分析は草創期には財団の資金を背景にした委託研究から出発し、その後現実政治
の方針を決め得るような実政治への参入を、そして現在では元政府の要職に在籍していた
政策責任者が個別に研究機関を立ち上げるような独立系シンクタンクが出現しているとい
う 100 年の伝統を描き出している。とりわけ 80 年代の研究員登用時代が一般的にシンク
タンクというものが認知され始めた潮流であるということができるだろう。またこれに加
えて例えばハーバード大学ケネディスクールのような政治家要請、ビジネスパーソン要請
の政策系大学院の存在が近年では着目され政策人材を育成し、シンクタンク分野の人材供
給を形成している一つの要因となっている。以上を踏まえると定義上、三権分立における
政治行政の空白区を埋めるような機関 ･ 人材といって差し支えないが、これはアメリカ政
治の伝統である政治任用が引き出すダイナミズムに大きく帰属しているといえるだろう。
　またその他世界各国のシンクタンクの特徴を簡単に概説すると、イギリスでは政策研究
そのものより政策形成過程に影響を与えることに重きを置いている特色があり、1884 年
設立、労働党の関連機関で中道左派の政治色を持つ「フェビアン協会」、これに対極を置く、
保守系シンクタンク「バウ・グループ」などが有名であり二大政党政治を反映し政策の極
が明確である点は特徴的といえる8)。またドイツは「ドイツ経済研究所」「ハンブルグ経
済研究所」「IFO 経済研究所」など経済研究所が発達している。これらは主として連邦お
よび地方政府、大学との連携のある公益法人である。しかし日本と異なるのは独立第三者
機関である科学評議会を通じて中央 ･ 地方の政府へ税金が流れている点が異なってい
る9)。さらにアジアに目を転ずると、「脳庫」と呼ばれる中国のシンクタンクは体制的に
政府と一体化した側面が強く「国務院発展研究中心」「中国現代国際関係研究所」等の研
究所の存在が広く知られている10)。
　以上概略であるがシンクタンクの起源とその代表的機関を紹介してきた。そもそもシン
クタンクの存在の要諦である「公共政策研究」を志向し、新しい民主主義社会において政
策研究が必要となることを学術上説き始めたのは、政治権力論の大家として知られるハロ
ルド・D・ラスウェル、そしてその理論的拡張をし「脱行動論革命」として政治学の可能
性を求めた D・イーストン、政策科学をより教育論、機関論として提言したイエヘッケル・
ドロアによるところが大きい。ラスウェルはとりわけ政策科学に従事する人物像を詳細に
描いている。第一次大戦後当時のアメリカ学界を支配する科学主義的方法論を反省し、各
分野の専門家の連携を志向した。その流れは「社会科学研究会議」の創設や、政治学と心
理学の隣接的協力に引き継がれ、アメリカ行動科学の流れを促していった（彼はこれを学
問分野の「異花受精」と表している）。『権力と人間』の中で、彼はその結果生まれた
「知＝政策」を、デモクラシーの価値の防衛と伸長のために、われわれの限られた知的資
源をいかに活用するかの戦略を発展されるものとして捉えていった11)。最終的にシンクタ
ンクの道筋となる政策科学者の考え方として、決定過程についての理論と資料を中心とし
て、その周辺には自由社会の要求に応じて一切の人間知識の加工に専心する専門家の流動
化であると規定し、政策考案者（本稿ではシンクタンク研究者と読み取って相違ない）と
は科学・哲学ないし人文諸科学の公認指揮者という意味でのアカデミックなものではなく、
政策考案者は経験ある活動家で、自己の生活を反省し、その知識経験をわれわれの政策の
理解を啓発する言語に翻訳する資格のある知性の所有者であり、つまるところ政策学は自
己の技能と経験を客観的に伝え得る人で、デモクラシーとの結びつきを明らかにしうる人
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である12)と規定する。この議論を伸長し当時の行動観察はじめとする実証主義的研究に社
会科学が傾倒していた状況から脱する為、「脱行動論革命」を提起したイーストンは、ラ
スウェルの議論を、政治学が政策科学に代わるべきという部分には疑問を呈しながらも、
民主主義の為の学問として提唱した政策科学観ないし現代社会科学への批判に賛同してい
る13)。これは本稿の課題とするところの公共哲学運動へも繋がる系譜であり、実際、公共
哲学は現在の価値と事実が分離した学問状況を超え、統合への道を示しているというイー
ストンの言の再来を彷彿とさせている。最後にドロアは、シンクタンク機関論へのより具
体的な提言をし、中でもスタッフ（本稿でいうシンクタンク研究員人材）に関して次のよ
うに述べている。スタッフは様々な専門的研究活動に関わらせ、いろいろなアプローチに
接する機会を与え、異なったタイプの問題を扱えるよう移動せしめることなどを掲げ、よ
り重要なことは政策研究の中で立ち枯れとなってしまわないよう、政策研究機関から大学
のような学術機関への移動、他方ではもう一方の政策科学の役割である政策決定および実
行を担うライン機関への移動を掲げている。それゆえ政策決定期間への終身制はさけるべ
きであり、政策決定機関への出向の後、２、３年の内にまた政策研究機関へ回帰すべきで
ある14)と主張する。彼らの主張は第二次大戦後、次の戦略へ動き出した時期と同時期に起
こり、その実現はグレートソサエティ計画で実行されていった。シンクタンクの萌芽は
60 年代に見て取れ、その延長に乱立期を迎え、シンクタンク研究員の政治―研究機関の
両輪が稼動したことが現在のシンクタンク像の確立へ導いたのは間違いないところである。
　アメリカにおいては現在、シンクタンク研究員の存在は時の政権の政策運営には欠かせ
ないものとなっている。アメリカの行政機構は、大統領府における人員は、政治任用制度
（ポリティカル・アポインティー）により政権が変わるごとに一変するのが大きな特徴で
あり、シンクタンクは実質上民間登用までの知のプール機構となっている。事実、大統領
が指名した上、上院の同意が必要とされる「PAS （Presidential residential Appointment 
Senate Conﬁ rmation）」には省庁の長官副長官、部長、大使などの役員が該当し、ケネディ
政権時 196 名が、クリントン政権では 800 名まで増大したとされる。また上記ポストの下
部組織となる 4,000 のポストにつく全役人の 10％までの任用人員であり、法律により規定
されるものであり、最後に「PA （Presidential Appointment）」、ホワイトハウスの任命ス
タッフというように多様な政治任用制度が整えられている15)。この点はわが国の制度と比
較すると、廃案とはなったが構想としての「政治主導確立法案」においては「国家戦略局」
それと両輪である「行政刷新会議」への民間人登用構想、そして実際に「行政刷新会議」
では特にこれまでの財界・学者の他にシンクタンク研究員が登用されたのは画期的なこと
である。しかし未だ日本においては外部人材登用は内閣府内の特別研究員職に留まってお
り、民間登用の道は非常に狭き門とされている。とりわけ登用するハードとしての機構、
またソフトとしての人員とも不足であることが指摘される。最終的には首相以下官邸が一
丸となる戦略を組立て、広く知を求め、特定の既得権にのみ利するような政策ではなく、
国民が是認するにあたる「理念―政策―説明責任」の一体化が政治任用制度からみたシン
クタンク制度には必要となる。前述のドロアの提起にあるように、今後政府（官邸）をは
じめとする政治決定機関と民間の、否、本稿において主張する「公共」のシンクタンクが
連携し、単なるポストの競争ではなく、政策知識が世論を動かし、切磋琢磨された政策が
現実政治に結びつくような日本政治をよりダイナミックなものに前進させることを期待し
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たい。
２．日本におけるシンクタンク
　日本のシンクタンク研究員の先駆けとして、東京財団研究員、そして現在は自民党系政
党シンクタンクである「シンクタンク 2005」理事事務局長である鈴木崇弘は、日本の特
殊性について、政策に対する国民の認識不足、また官僚と国民との距離感と国民の多様な
価値観を救いきれない現行の官僚機構、加えて官僚機構外での政策研究の未成熟、さらに
国民にとって絶大な影響を及ぼすマスメディアが政策という視点から見た場合、正当な情
報源足りえているのか、国民の利益を正確に把握し政策形成者に伝達しているのかと苦言
を呈している16)。その後、2005 年に入り「シンクタンク 2005」を立ち上げた自身の自伝
として日本シンクタンク論を振り返った『日本に「民主主義」を起業する』においては、
日本のシンクタンクを総括するとともに次の５次の段階にその歴史を区分している。ここ
では第一次を、1970 年代とし野村総合研究所（1965 年）、三菱総合研究所（1970 年）な
どの金融系かつわが国における主要なシンクタンク乱立期と規定し、1970 年を「シンク
タンク元年」と捉えている。例として 70 年代には政財界、行政の協力で政府主導の「総
合研究開発機構法」に基づき設立された「総合研究開発機構（NIRA）」も 1973 年に設立
の運びとなっていることがあげられる。特に民間シンクタンクの中で三菱総研の牧野昇は
「真正シンクタンク」として①インディペンデントリサーチ、②フューチャーオリエンテッ
ド（未来志向）、③ポリシーオリエンテッド（政策志向）、④インターディシプリナリィ（学
際性）の４点の方針を掲げてわが国のシンクタンク像を民間の立場から確立していっ
た17)。続く、第２次は 1980 年代であり、金融生保など地銀系シンクタンクの出現、また
第３次を 1990 年代自治体主導シンクタンクの出現期と捉える。さらに第４次を 1997 年民
間非営利独立期として、東京財団、構想日本などの創設時期とする。そして最終第５次に
現在、2000 年期登場の政党系シンクタンクの登場として締めくくっている18)。政党シン
クタンクに関しては具合的には自民党系「シンクタンク 2005」、民主党系「政策プラット
ホーム」（略して「プラトン」と略称されている）などが設立され、各政党の所属議員等
の講演また学者・有識者を交えたゼミナールなどが開催され、政党の知恵袋としての設立
趣旨が持たれている。シンクタンクの発祥地であるアメリカは 100 年の歴史の中で、シン
クタンクの独自性、政治行政との密接なかかわりを形成し、その政策研究価値は政策市場
を形成するに至るまで存在価値の拡大を摸索してきた。その点を考慮すると、日本のシン
クタンク出現から現在に至る 40 年ほどでは、その定義在り様がシンクタンクの先進国と
比較し大きく乖離しているのは事実である。
　具体的に日本のシンクタンクの実情、研究実態について総合研究開発機構にて発行され
たシンクタンク調査レポート「シンクタンク情報 2010」19)によれば、有効回答 230 機関の
中で、研究分野の上位を並べると、「国土開発・利用：18.3％」「経済：18％」「産業
13％」以下、交通：6.5％、政治行政：5.7%等となっている。また、研究の形態については、
受託研究が 68.1％、自主研究が 29.2%、助成研究が 2.7%と構成されており、依然として委
託型研究の多さを物語っている。さらに組織別の受託研究の割合を見ると、2008 年統計で、
５割を超える約 5,400 件の受託研究を中央省庁、地方自治体等の研究に当てられており、
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わが国の官僚主導政策立案体制を如実に示している。その後、公益法人約 16％と続くこ
とにより、官僚機構に付随する機関、省庁出向先である研究所などへと広がることを考慮
すると、ネットワークの広範さが翻って政策研究の射程圏を狭めてしまっている感もある。
他方さらに組織形態別に自主研究の割合を見ると、2008 年度統計では、営利法人の自主
研究と非営利団体の自主研究の割合がおよそ３倍の開きがあり、件数は前者が約 750 件に
比較して、後者は約 2,400 件にまで上る。この調査からは、非営利シンクタンクが、受託
中心である営利型シンクタンクと異なり独自の「提案型調査」を志向していることが見て
取れる。全体の三割に上る自主研究の中で、独自調査を増加させるシンクタンクの存在は
日本におけるシンクタンク文化導入への指標ともなるだろう。いわば現行では委託型の「政
策分析＝政策アナリスト」は多く存在するが、65％を占める官僚機構主導の研究では一政
策分野における調査型研究には資することができたとしても、巨視的な省庁政策横断型研
究、また例えば広域自治体に渡る政策などには則さないことも指摘される。これまで日本
は縦割りの政策研究者、いわば諸政策分野にのみ長けた政策アナリストが主流であった。
しかし自主研究で存在価値を見出そうとする非営利機関の出現は政策アナリストという領
域を超えて、提案型・改良型の政策研究、いわば証券分析の分野で資金運用と経済変動を
予測し適切な運用を指し示すような、大局的視野に満ちたアドバイザー役となるストラテ
ジスト（戦略家）のような言うなれば「政策ストラテジスト」の出現が望まれはじめている。
　シンクタンクの類型に関してまとめた McGann&Weaver は、シンクタンクを４区分に
考え、⑴学術型機関（教育のない大学）、⑵契約型機関、⑶提案型機関、⑷政党型機関に
分類する20)。成果については、順に学術誌に投稿して公表、政府等クライアントへの提供、
最近のトピックを盛り込んだブリーフペーパーとして公表、政治領域に関わる多様な方法
で公表がなされる。近年のシンクタンク動向を察するに日本においてはこれら全ての類型
が出揃ったように考えられる。今後はより一層、学術型機関については学術レベルの政策
研究の広がりと、政府行政とのリンケージを、契約型においては巨視的な政策分析、提案
型においては市民側の要求にそった政策提案が、そして政党型では中立性ある専門知識が
求められるだろう。その意味でスタートラインにある日本のシンクタンクは、正に正当性
ある政策市場を形成する好機であると言えるだろう。しかし反面、その提案型研究の品質
が厳格に問われているともいえる。漸く二大政党制政治への幕開けが起き、マニフェスト
選挙などによる「公約実現性」を見極める国民の関心が高揚したこの時代において、今後
その役割は益々大きくなると予想される。
　しかし機関と人員を想定する理念とは逆行して制度上日本のシンクタンクは弊害も多
い。とりわけ法制度、資金の問題は新規参入を阻む理由となっている。法制度に関しては、
現行では民法 34 条に基づく公益法人の法人格の取得が必要である。ここには多くの資金
と許認可の厳しい手順があり、行政指導者からの運営基準など制約が大きい。また「特定
非営利活動促進法」に基づく法人格の取得による NPO 法人の増加への道が開かれてはい
るが、現実では行政の下請け的役割となっているものもあり、NPO としてイニシアチブ
が取り辛い現状がある。その点、例えばアメリカでは非営利公益組織には通信費等の表面
所などの措置が認められている今後の参考となる部分である。さらに税制に関しても、法
律上「特定公益増進法人」に認定されれば税法上の優遇措置が計られるものの、そこに至
る事務処理の多さが弊害となる。NPO においても税制優遇が認められる認定 NPO 制度
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があるが、2006 年時点で３万近くある NPO 組織のなかでこの認定を受けているのは 46
法人と極めて少ないのが現状である21)。それゆえ非営利でありながら独立シンクタンクの
地位を獲得し辛く、資金面では財団や政府援助というようなヒモ付となってしまう事態が
生ずるのである。公共的機関を志向する日本型シンクタンクの可能性を大きく阻害すると
ならないよう、組織構築と運営資金の両法制度の実態を織り交ぜた構築は急務となってい
る22)。
３．公共哲学としてのシンクタンク
　これまでシンクタンクの歴史と動向を振り返る中で、日本においては正に現在、アメリ
カが 70 年代シンクタンクの隆盛期として数々の研究所の設立に向かったような現象が起
きている。とりわけ民間非営利なシンクタンクの存在が大きくなるにつれ、２章最後に挙
げた４分類を参考にすれば、日本は今後、受託契約型から学術型・提案型・政党型にシフ
トチェンジが図られてくる可能性が大きい。政策研究の中立性、品質を学術機関型が担保
し、政党が直近の選挙動向に惑わされることのないような価値観、政治哲学の解説的提供
を行う。その両者の間で公開性・正確性かつ議論を長期中期短期の見通しで政治議題に載
せ議論を世論にアドボケイトし、学術の専門知と政党の価値観のチェックアンドバランス
技術（提案型）を用いて、政策知を発信する。シンクタンクの知識と力は、時に政府権力
批評的であることでそのパワーバランスを有する23)ものである。そのイメージとしては図
１のような形が想定される。その形成過程は、限られた財政の中で実現可能、真に国民本
位の諸政策を実行し得るだけの練り上げた政策研究が支持を受けることになる。第５の権
力とされるシンクタンク研究員であるが、その線引きは「公共化」される点に大きくある
ような気がしてならない。この点、確かに発祥国アメリカにおいては、政権と特定シンク
タンクの結びつきは大きくある。しかしそれ以上に、行政府立法府で働く人材が、試験登
用が主の日本とはことなり、業績や実績を下に切磋琢磨して政策研究に携わったそのス
テータスがポスト獲得に大きく影響している。シンクタンク研究員は、政策研究、取材、
メディア等を利用して、政策知を広めると共に、ラスウェルが述べたように極めて学術領
域に近い政策知を、民主主義世界における市民に対して「翻訳」し、公開させる使命を帯
びているのである。それゆえまだ形式が確定していない、模索期の日本型シンクタンクだ
からこそ、政治の為の研究員から公共の為の多様な研究員という独自色ある姿が可能とな
るのである。
図１：日本の新しいシンクタンク像（受託から独自研究へ）
※　 非営利機関主流の提案型機関が、学術の中立性・透明性を使用し、
政党型の価値中心的政治哲学を観測し、政策実現性をチェックする。
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　それでは日本のシンクタンクがこれから真に国民本位の姿に育っていくにはどのような
道しるべ、指針が必要なのだろうか。本稿が掲げる「公共哲学とシンクタンク」の関係性
において、シンクタンクを公共哲学で解釈するとはどういうことなのだろうか。これら潮
流と日本におけるシンクタンク文化の現状を、公共哲学というフィルターから通してみる
とき、学問的基盤とその目的は多くの一致を見せていることがわかる。公共哲学では、重
要な柱に大きく３つの基礎を有している。それは第一に「実践性…現に公衆の中で生きて
おり、人々を動かす実践的な哲学」、第二に「公共性…政治社会における公共性を考える」、
第三に「総合性…学問のタコツボ型の打破」という指針である24)。これをシンクタンク像
に照らして考える時、「実践性」は正にシンクタンクの責務ともいうべき象徴的特徴であり、
政策を一種の技術品として認識しそれを市民に提案し実際の政治行政へと運用するに足り
得る政策か否かを吟味する。その上で採用されるものは実践性を伴う政策であるといって
よい。また実践的シンクタンク調査員は、政治行政、時には世論への情報公開を携わり、
研究者としての機能（ラスウェルが言うように厳密にはアカデミシャンとは線引きされる）
を有しつつも、政策トランスレーターとなり、その実現へ研究―実践者として行動するこ
とになる。加えて「公共性」は今後のシンクタンクが独自研究、提案型へと変貌する上で
大きな指針となる。受託研究はこれまで行政や政策実行のお墨付きを与えるものとして広
く機能してきた経緯があるが、それを公開して示すことは、政策決定に閉鎖性を伴う日本
の政治行政を打開する鍵ともなるだろう。最後に「学際性」であるが、これも政策科学が
学問足り得る基盤として、社会科学・自然科学の知識を動員して政策中心に課題を解決す
る理念とも合致する25)。行過ぎたタコツボ型は学問的閉鎖性を生み、より多きな分化を齎
らす悪しき弊害を生み出した。しかしながら学術のすべてを「ポスト専門化社会」の範疇
に置き統合化の道を摸索する事は、知の深化と可能性を妨げるものへとなりかねない。こ
こにおいては公共政策研究者として政策研究へ学術知識を活用転換する際に、学術知と実
践知の均衡を吟味する各政策研究者の分析、立案のセンスが大きく問われる部分であろう。
また以上は同時に公共哲学における日本型シンクタンクへ向けた基礎付けともなろう。
　筆者はこの公共哲学が指し示す方向性から、今後日本にシンクタンクを根付かせる上で、
以下の３段階の必要条件を提案する。すなわち、【第一段階〈公共〉】、【第二段階〈政策理
念〉】、【第三段階〈実践〉】の３段階である。以下順にその意味を具体的に述べていきたい。
まず、第一段階として〈公共〉である。これまで述べてきたように、閉鎖性から独自性・
公開性へ向かう日本の新しいシンクタンク象獲得へ向けた上で、公共は最大のキーワード
となる。これまでも公共世界は、たとえばエドワーズに代表されるように専門家と政策立
案者間の「公共空間」として論じられてきた。エドワーズによれば、公共空間とは①民主
的コントロールを必要とし、②公共の目的設定を行い、③利害関係者の調整をし、④社会
学習の場となるものとして定義されている26)。公共空間とは国家行政秩序に抗する市民的
自治との中間層をこれまで指してきていたが、今日のようにその権力関係、境界が崩れ、
正確には距離感が縮小する中においてはこれまでの公共空間における意思決定である「科
学的合理性」の下から「社会的合理性」の決定へとシフトが動いている。専門家と市民間
の峻別がある時代でなく、同列あるいは実際に現場で生活する市民の「現場知」が政治運
営上大きな存在感を示していると同時に公共空間においては相互依存の関係へと様変わり
している27)。これをハーバーマスはプラグマティックモデルとして、専門知と市民の境界
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を取り持つ空間を公共性として捉えていたのである。こうした公共空間へシンクタンクが
なし得る役割はこの両者の調整役となることであろう。先に日本の新しいシンクタンク像
（受託から独自研究へ）として掲げたモデルには、まさに専門知・政治権力から解放し、
その中間層としての公共化された機関（提案型機関）のあり方が想定されている。学術を
統制の為の道具でなく、説得の為の知識として活用し、政治権力から脱し政治決定の純粋
な取捨選択を見極める公共空間の場としての存在である。この公共空間に人々が積極的に
関与し、あるいはこの知のプールから真実の知識を得ることは、市民的公共性を涵養する
方向へと方向つけられる。
　第二段階としては〈政策理念〉があげられる。アメリカ、イギリスのように政党色の強
いシンクタンク機構が存在していない萌芽期の日本においては、逆を言えば新しい形を摸
索する実験の場ともなると言える。その点では真の二大政党制確立、政党的シンクタンク
の成長を急ぐ前に、具体的に政策課題ごとを分析しうる機関の設立を急ぐべきではないか。
確かに保守―革新、自由―社会保障、政府の規模という政治理念、政策軸対立軸が明確で
あれば政策問題の取捨選択は明瞭となるだろう。しかしこれに伴う政策順位の序列化を行
う際の弊害として、より高度な政治性を有する事象が優先されることがままある。その弊
害を除去するには、政治機関から独立した機関における純粋な政策提案が必要となるだろ
う。形式上「公共の議論」により議論を尽くした後に政策プライオリティ・序列が発生す
ることは当然であり、その下で政治決定がなされることは理想的である28)。しかしそれを
乗り越え、市民が欲する意向をフレキシブルに組み入れ、支配的政治的意図と峻別するこ
とこそが公共的議論の使命である。巨大な問題の分析は概して完成されることはないが、
利用できる時間や資源の範囲内ではより小規模な分析が説得と言う作業において極めて効
果的になりうる29)ものである。それゆえシンクタンクはその促進的に市民が欲する政策課
題に向けて現場の意見を表明する政策研究をする必要がある。また公共政策を教育として
捉えた場合、市民が政党選択に流される前に、政策課題に対して真摯に向き合うことは国
民の政治判断力を養う上でも大きな効用が期待できる。それゆえシンクタンクに求められ
るのは政治理念でなく、どの政策理念で現実政治との乖離を埋めてゆくかという、補完を
任うファリシテイター役となり、「広く社会一般に利害や正義を有する性質」（『広辞苑』）
である「公共性」の定義に照らし、公正な知識の社会的供給役とならねばならない。
　最後に第三段階として〈実践〉である。例として近年では、行政刷新会議における「事
業仕分け」案を考案した「構想日本」、各党党責任者による公開討論会各党マニフェスト
比較を積極的に調査する「言論 NPO」、またこれは法人であるがマニフェスト選挙や二大
政党制の確立に大きく動いた有識者連合「21 世紀臨調」などに見られるように、日本に
おいては政治的色分け以前に、大カテゴリーの政策提言機関、公平な政策レフェリーを行
う非営利機関が多い。いわば提言型、議論を世論へと巻き込む、アドボケイトする機関は
既に存在感を見せ始めている。「政策オンブズマン」としてのシンクタンクが多数存在し
ているともいえる。さらに近年では、大学にも連続してシンクタンク機能を有する所属研
究所設置が相次いでいる。大学の公共財化、特に平成 16 年の独立行政法人改革に伴う大
学の役割見直しの中で、知的公共圏と地域に根ざした地域公共圏形成の中核への試みをな
すようなセンター型組織、例えば千葉大学公共哲学センター、熊本大学政策創造研究セン
ターなど学内研究所を有する大学も増えてきている30)。ここではオープンな大学知を開放
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する大学としての社会貢献の役割りが大きく、そこから発信される提言は学術のフィル
ターを通じてより大きなものとなる。それゆえ独特な自主研究が可能になるほか、さらに
中小規模の非営利シンクタンクが地域に責任性を持って政策形成に的確に対応するように
地域政策を受託することは大学の地域における学術機関としての可能性も広げることにも
なる31)。また最近ではより広範な政策研究を行う趣旨で東京大学に「政策ビジョン研究セ
ンター」が設立されており、非営利型シンクタンクと同等の存在観を見出し始めている。
このあたり、大学とシンクタンクの結びつきの注意点として McGann&Weaver が大学に
おける学術機関を「教育を除く範囲で」区分しているように、行き過ぎた資金的基盤が齎
もたら
す教育と政策研究の一体化には注意をせねばならないだろう。このような取り組みは公共
的シンクタンク機能を飛び越えて大学の利益と転じてしまいかねない危惧があるからであ
る。また先に挙げた多くの非営利シンクタンクの現状は税制上の優遇こそあるものの、資
金確保に困難を極めているのが現実でもあり、そうした組織と同等なスタートラインで、
かつ大学専門知識の独自性を発揮するには研究機関に留まらないよう人材の積極的な交流
等はじめとする均衡的措置が必須ではないだろうか。またさらに実践の形という点では公
共哲学では非営利的な「中間団体」の活動を重んじるという特徴がある。ボランティアが
行う行為と国民国家が行う行為とは同じ対象効果であっても、国民国家が行う場合は「サー
ビス」となる32)。そうしたシステムは人々が自由対等の資格でかつ自由意思にもとづいて
ボランタリーに、ある社会的使命感を持って結合し合うネットワーキングを有し、貨幣権
力から自由に対話的コミュニケーションがなされるという「ボランタリ ・ーアソシエイショ
ン」を形成してゆくのである33)。とはいえ幾ら非営利ボランタリーといっても組織を維持
する上の限界は必ず生ずる。それゆえ正当な「政策市場」の実現化も図らねばなるまい。
政策市場の存在は①政策ニューズミックス＝国民の潜在的期待を発掘し、②政策ミック
ス＝ニューズを調整、政策を形成し、③法案ミックス＝実際に法案を形成するという３つ
のフェーズに区分される34)。現状では政策ミックス期と法案ミックス期の中間点であると
いえるだろう。ようやく設立に至った政党系シンクタンクにおいても法案設立に至るまで
の影響力は持ち得ていなのが実情である。組織として非営利機関を維持しつつ、現実政治
に直接影響力を及ぼすとなると、それには高い実務能力を必要とする。現状では調査分析
機関としてのシンクタンクの役割りが、公共に資する提案型を経てさらにこうした立法の
知となるには長期の時間を要するだろう。最終的に政治に資することは公共の利益に適う
わけであるが、これはまだ時期尚早であり、ことを急ぐことは適正な市場形成の均衡形成
を崩すことにもなりかねない。ボランタリー形成と大局にあるネオリベラリズムは、非効
率な国家の解体とともに、民主主義的な公共空間をも破壊して35)、効率化の促進は国家管
理からの開放と引き換えに、市民の独立性を奪うという二律背反な側面を有している。本
稿で述べてきた日本の新しいシンクタンクの試みは、非営利であっても質を確保すること
で、政治を正しい方向に誘導させ、市民的公共性の確保を促す大きな試みである。政治―
大学―企業と等距離に置くことのできる公共的な提言型機関であるからこそ、中立が保た
れると考えるのである。現状では、市場を急がずより適切な制度設計構築に留まるべきで
あるだろう。他方近年、民主主義の決定過程をより質の高いものとする実践的試みが展開
されている。なかでも議論を熟成し、決定に至る審議過程を注視する「熟議民主主義」は
民主主義が決定の本質であることを弁えた上で、その審議過程と事前に入手する政治判断
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知が、選択をより練られたものとして確立させ、個別の利益から脱して公共的利益に資す
る政治選択実施を促そうとする試みである。熟議民主主義ではその政治姿勢とともに、何
より場の設定が重要である。現行日本においては例えば NGO 組織「リンカーンフォーラ
ム」が行う選挙期間中の公開討論会のような政策比較の場があるが、参加者間で積極的な
議論が交わされることは少ない。このような試みは形態の改良の余地はあるものの、政策
と政治をつなぎ合わせる面で、ひとつの需要がある分野ともいえる。非営利な提案型機関
の出現により、この場がステップとなるような「多層的熟議機関」としてのシンクタンク
の役割があるいは市場形成への突破口ともなるかもしれない。今後改良が摸索されるだろ
う。
　最後に、公共哲学においては、学問改革の旗印とともに、これまで古典史に埋もれてい
た研究業績、典籍を公共哲学の視点から再構築し新たに捉えなおすということも積極的に
推奨されている。その点において本稿でこれまで述べてきた、実践型シンクタンク＝シン
クタンクの公共化に向けてその礎となる内外の２者、フランシス・ベーコン、中江藤樹の
学問観を紹介して本章を閉じたい。両者ともに機関を構想し学問・知のあり方を生涯に渡っ
て探求した哲人として現在知られている人物であり、ベーコンは言わずと知れた科学哲学
のパラダイムシフトを担った中世の革命家である。「知は力なり」という有名な名言にあ
るようにそれまでの教会中心的スコラ的な「原理からの結果導出」から実際の実験から結
論を見出す「経験論」を提唱した人物である。差し詰めこの経験論はここでは時代に合わ
せて考察すれば実践とも解釈できるだろう。ベーコンは『大革新』にて知の真の目的につ
いて述べている。後段に「我々が或る学派や教説の基礎をでなく、人間的有用と勢力の基
礎を築こうと努めていることを、さらに自分の利益には公正に、諸意見の嫉みや偏見を退
けて公の複利の為に参画すること」36)として公共の知に関する定見を述べている。さらに
晩年執筆し未完の遺稿となった『ニュー・アトランティス』では、学問府「サロモンの家」
をユートピア的に論じ、国情、民情、全世界の学問、芸術、工芸、発明に関する知識を集
める機関として人知の尊大さと知を実社会に繰り出そうとする姿勢を知らしめている37)。
また中江藤樹は自身も当初傾倒した朱子学から陽明学への転身を図り、徳行の政治学、学
問の本来のあり方を展開した人物である。後に内村鑑三により『代表的日本人』の中で日
本史上の歴史的教育者として評価されることでも知られている。有名な句として藤樹 40
歳の時に詠んだ「外にねがう百の思按を打ち捨てよ　良知の外に利も徳もなし」があり、
ここには藤樹の人生を貫いた良知観が滲み出ている。藤樹の言う「良知」とは孔孟の学の
伝統を継ぐ自らを向上させる知に他ならない。彼が言う知の在り方は「博学」としてでは
決してないがしかし賢慮を重んじる姿勢、節度ある生き方を現実政治に生かそうとする学
問観に貫かれている。社会的地位や報酬を願うことに疑問を呈する姿は近年の NGO・
NPO 設立の流れにも通じるものがあるといえるだろう38)。この対極にある東西の知のあ
り方であるが、前者は「人知」（知識）を、後者は「良知」（公共知）（本稿で述べた政策
理念、またその判断資質ともいえよう）という２種の知の在り様を教えてくれる。シンク
タンクという機構がいかに「サロモンの家」のごとく知識を集積し、政治決定に資すると
しても、その政策を実際運用に至らしめるには民主的市民が自発的に、公共性の下で政治
的選択が施されなくては実現には至らない。このような２つの知を繋ぐものとして、公共
哲学の理念に合致する日本型シンクタンクの創設とそこに属する研究者が公共的な存在と
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なることが望まれる。今後の動向を強く期待したい。
おわりに
　以上、日本におけるシンクタンクの現状と、過渡期にある現状下でシンクタンクが持つ
可能性を公共哲学の理念に照らし概観してきた。冒頭述べた「国家戦略局」構想は脱官僚
政治の象徴として新たな政治のあり方を示すものとして、さらに日本にシンクタンク文化
を根付かせる一先駆けとして大いに期待していたが、報道によると39)その構想は頓挫し首
相のアドバイス機関としての私的会議に格下げされると報じられた。本稿で述べてきたよ
うに、草創期の日本型シンクタンクの試みにおいて、また健全な政策市場の形成において、
政策材料を一政権の政策に活用する「政策中心」のスタイルは今後の可能性を模索し続け
ることになるようである。日本型シンクタンクの構築へ向けて、重要なことはこれまでの
追認機関である下請的政策研究から、提案型実践型政策研究へシフトチェンジさせること
にある。政官学はこれまで持ちつ持たれつの関係で巨大なコンツエルンを形成してきた感
があるが、今後は相互依存でない勢力均衡が望まれる。政官学が照らし出す政治決定の三
すくみを照射しその投影者たるものが公共世界にあるシンクタンクとなる。そのような公
共シンクタンクが公共性の定義の下、市民社会において監視役となり政策知を正しく導く
役割となることを大いに期待したい。
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